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新型コロナの感染拡大

技術革新の進展
（Society 5.0）

SDGs対応への
社会的気運

生産年齢人口減・
ドライバー不足
（2024年問題等）

災害の激甚化・
頻発化

EC市場の
急成長

新しい生活様式
（非接触・非対面型物流）

物流の社会的価値の再認識
（エッセンシャルワーカー）

①物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の
徹底した最適化（簡素で滑らかな物流）

②労働力不足対策と物流構造改革の推進
（担い手にやさしい物流）

③強靭で持続可能な物流ネットワークの構築
（強くてしなやかな物流）

これまで進捗してこなかった、
物流のデジタル化や構造改革を加速度的に促進させる好機

新型コロナ流行による社会の劇的な変化もあいまって、我が国の物流が直面する課題は先鋭化・鮮明化

（１）物流デジタル化の強力な推進
（２）労働力不足や非接触・非対面型の物流に資する自動化・

機械化の取組の推進
（３）物流標準化の取組の加速
（４）物流・商流データ基盤等
（５）高度物流人材の育成・確保

（１）感染症や大規模災害等有事においても機能する、強靱で持続可能な物流ネットワークの構築
（２）我が国産業の国際競争力や持続可能な成長に資する物流ネットワークの構築
（３）地球環境の持続可能性を確保するための物流ネットワークの構築（カーボンニュートラルの実現等）

（１）トラックドライバーの時間外労働の上限規制を遵守
するために必要な労働環境の整備

（２）内航海運の安定的輸送の確保に向けた取組の推進
（３）労働生産性の改善に向けた革新的な取組の推進
（４）農林水産物・食品等の流通合理化
（５）過疎地域におけるラストワンマイル配送の持続可能

性の確保
（６）新たな労働力の確保に向けた対策
（７）物流に関する広報の強化

総合物流施策大綱（2021年度～2025年度） 概要
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物
流
に
お
け
る
標
準
化

ハードの
標準化
（外装・
パレット
等）

ソフトの
標準化
（伝票
データ
等）

業務
プロセス
の標準化

幹線輸送の自動化・機械化

トラック隊列走行／
自動化 自動運航船

ラストワンマイル
配送の効率化

ドローン配送

自動配送ロボ

物流DX
を促進

標準化
を促進

サプライチェーン全体での機械化・デジタル化により、情報・コスト等を「見える化」、作業プロセスを単純化・定常化

機械化・デジタル化を通じて物流のこれまでのあり方を変革すること

（物流DXにより、他産業に対する物流の優位性を高めるとともに、我が国産業の国際競争力の強化につなげる）

物流DX

◆既存のオペレーション改善・働き方改革を実現

◆物流システムの規格化などを通じ物流産業のビジネスモデルそのものを革新

・トラック予約システム導入による手待ち時間の削減

・荷物とトラック・倉庫のマッチングシステム
の活用による物流リソースの活用の最大化

・点呼や配車管理のデジタル化による業務の効率化

・SIP物流（物流・商流データ基盤）やサイバーポート の
構築により、サプライチェーン上の様々なデータを蓄積・
共有・活用し、物流を効率化

・手続きの電子化（運送状やその収受の電子化、
特車通行手続の迅速化等）による業務の効率化

・AIを活用したオペレーションの効率化
（「ヒトを支援するAIターミナル」の各種取組や、

AIを活用した配送業務支援等）

物流のデジタル化（主要な取組例）

相互に連携

物流分野の機械化（主要な取組例）

AIを活用した配送
ルートの自動作成

※民間企業の取組の例

物流DXと物流における標準化について

庫内作業の自動化・機械化
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１：物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流）

(1)物流デジタル化の強力な推進

■ 特殊車両通行手続の迅速化（※）

■ ICTを活用した点呼の推進

運行管理者

運転者現状：原則対面

ICT活用

点
呼

点呼支援機器

ロボット等

遠隔点呼

自動点呼

通行可能な経路の通知イメージ
（ウェブ上で即時に地図表示）

（※）特殊車両が即時にウェブ上で確認した通行可能経路を
通行できる新たな通行制度による手続の迅速化

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

＜主なKPI＞ ・サイバーポート（港湾物流）へ接続可能な港湾関係者数【約650者（2025年度）】

＜主なKPI＞
（１：物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流））
・物流業務の自動化・機械化やデジタル化に向けた取組に着手している物流事業者の割合 【100%（2025年度）】

・物流業務の自動化・機械化やデジタル化により、物流DXを実現している物流事業者*の割合 【70%（2025年度）】
（*物流業務の自動化・機械化やデジタル化により、従来のオペレーションの改善や働き方改革などの効果を定量的に得ている事業者をいう。）

・物流業務の自動化・機械化やデジタル化に向けて、荷主と連携した取組を行っている物流事業者の割合 【50%（2025年度）】

民間事業者間の港湾物流手続を電子化

荷主 陸運 ＣＴ

S/I 船腹予約 空PUO I/V P/L

・・・・

必要事項
入力

書類間の
情報連携

海貨 船社 海貨 海貨 通関

■ サイバーポートの推進による港湾物流の生産性向上
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１：物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流）

(2)労働力不足や非接触・非対面型の物流に資する
自動化・機械化の取組の推進

■ サプライチェーン全体の最適化を見据えたデジタル化

RFID等の活用 「モノ、取引の動き」の見える化

サプライチェーン
全体の効率化

荷
卸
し

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

②

①

入出庫の効率化

ﾄﾗｯｸ予約受付ｼｽﾃﾑ

港湾・貨物駅・メーカー工場等 幹線輸送

〇×□
〇
×□

AGV(無人搬送車）

庫内作業の効率化

配送

物流拠点
配送作業の効率化

無人配送ロボット 自動運転配送

小売店・消費者

１）連携計画策定
２）物流全体効率化

システム導入
３）AI・IoT等活用

新技術導入

■ 倉庫等の物流施設における
自動化・機械化

■ トラック隊列走行／自動化

■ 自動運航船

＜主なKPI＞・物流総合効率化法による総合効率化計画の認定件数（輸送網の集約等） 【141件（2020年度）→330件（2025年度）】5

http://www.google.co.jp/url?url=http://www.pa.cbr.mlit.go.jp/library/p-sensor10/naruhodo.html&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=kk0RVMyOII3s8AXuvoHwDA&ved=0CBgQ9QEwAQ&usg=AFQjCNH3kEZCWHMW2fcHsnZc-s8cpkiCLA


(3)物流標準化の取組の加速

１：物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流）

■モノ・データ・業務プロセス等の標準化の推進

■加工食品分野をプロトタイプとした業種分野ごとの標準化の推進
●●分野

▲▲分野

■■分野

加工食品分野

＜主なKPI＞ ・業種分野別の物流標準化に関するアクションプラン・ガイドライン等策定数 【3件（2021年度～2025年度）】
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(4)物流・商流データ基盤の構築等 (5)高度物流人材の育成・確保

１：物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流）

物流DXを推進する人材に求め
られるスキルの明確化・発信、
学習機会の提供 等

■ 物流MaaS（※2）の推進

生産データ
パレット・梱包規格データ
入出庫データ

積載率データ
購買データ

店舗在庫データ
トラック動態データ

モノの動き（フィジカル空間）

物流・商流データ基盤（サイバー空間）

【運送事業者】

【小売】

【卸・倉庫】 【消費者】【ＥＣ】【メーカー】
〇無駄な生産・
在庫の削減

協調領域の情報をサプライチェーン間で共有

〇無駄な配送の削減 〇積載率の向上 〇在庫廃棄の削減

■ 物流・商流データ基盤（※1）の構築と社会実装の推進

＜主なKPI＞ ・物流・商流データ基盤を活用したビジネスモデルの社会実装件数 【3件（2021年度～2025年度）】

＜主なKPI＞
・大学・大学院に開講された物流・サプ
ライチェーンマネジメント分野を取り
扱う産学連携の寄附講座数

【50講座（2021～2025年度）】

（※1）SIP「スマート物流サービス」プロジェクト（内閣府戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP）第２期において実施）において構築を目指している「物流・商流データ基盤」を指す。

（※2）複数の商用車メーカーのトラック車両データを共通的な仕組みで連携させ協調して取り組むべき課題に活用する等、物流分野における新しいモビリティサービス
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物流における標準化

１．施策の背景・経緯
〇 少子高齢化をはじめ、社会構造が変化していく中にあって、我が国の競争力を強化し持続的な成長を図

るためには、経済活動と国民生活を支える社会インフラたる物流の生産性向上と、その機能の発揮が必要不
可欠。特に、物流の効率化に向けた荷主・物流事業者等の関係者の連携・協働を円滑化するための環境
整備として、共同化・自動化・データ化等の前提となるソフト面及びハード面の標準化が必要。

〇 こうした問題意識の下、産学官連携の下、長期的視点で物流標準化の課題や推進方策を議論・検討す
るため「官民物流標準化懇談会」を設置・開催（令和３年６月）。第１回懇談会において、懇談会の下
に個別の標準化テーマごとの分科会を設けること、具体的には、まずは先行的に物流機器（パレット等）の
標準化について検討する分科会を設けることとなり、令和３年９月に第１回「パレット標準化推進分科会」
を開催した。

○ また、物流の中で、効率化に向け意欲的な取組が進められ改善の幅が顕著である加工食品分野において、
令和元年度に、物流標準化について議論を進め、アクションプランをとりまとめたところ（令和２年３月）。

〇 この加工食品分野におけるアクションプランの実現に向けて、官民ともに取り組むとともに、進捗をフォローアッ
プし、他分野への情報共有や横展開を図るため、フォローアップ会を実施したところ（令和３年６月）。

２．今後の予定
〇 引き続き加工食品及びそれ以外の各分野における課題を整理し、業種分野ごとの標準化の取組を推進

していくとともに、サプライチェーン上の様々な事業者の参画を得つつ、官民協働して、業界及び業種横断的
な物流標準化に向けた検討を進める。

8



●対象となる議題・テーマ
ハード・ソフト含むすべての物流各項目

●第１回 官民物流標準化懇談会
（令和３年６月１７日）
・物流標準化の重要性や意義、検討すべき課題や、議論
にあたって留意すべき観点等について確認。

・懇談会の下に個別の標準化テーマごとの分科会を設け、
専門家の意見等も聞きながら標準化の方策について
検討を進めていくことを決定。

・具体的には、まずは先行的に物流機器（パレット等）の
標準化について検討する分科会の設置・開催を決定。

●第１回 パレット標準化推進分科会
（令和３年９月７日）
・第１回懇談会での議論を受けて、懇談会の下に設置・開催
（4か月に１回程度の頻度で開催予定。）

●今後の予定
同懇談会は年１～２回の開催予定。
個別のテーマは分科会にて議論。

「官民物流標準化懇談会」構成員（五十音順、敬称略）
荒木 毅 日本商工会議所 社会資本整備専門委員会委員長

（富良野商工会議所会頭）
荒木 秀夫 ＳＧホールディングス株式会社 代表取締役社長
栗島 聡 公益社団法人経済同友会 幹事
内田 富雄 一般財団法人日本規格協会 業務執行理事
金子 千久 全国農業協同組合連合会 参事
神宮司 孝 株式会社日立物流 代表執行役副社長
高岡 美佳 立教大学経営学部 教授
長尾 裕 ヤマトホールディングス株式会社 代表取締役社長

社長執行役員
根本 勝則 一般社団法人日本経済団体連合会 専務理事
根本 敏則 敬愛大学経済学部 教授
橋爪 茂久 公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会 専務理事
二村 真理子 東京女子大学現代教養学部 教授
堀切 智 日本通運株式会社 代表取締役副社長
馬渡 雅敏 公益社団法人全日本トラック協会 副会長
味水 佑毅 流通経済大学流通情報学部 教授
米田 浩 一般社団法人日本倉庫協会 理事長
渡邉 健二 一般社団法人日本物流団体連合会 会長
太田 豊彦 農林水産省 食料産業局長
畠山 陽二郎 経済産業省 商務・サービスグループ審議官
久保田 雅晴 国土交通省 総合政策局 公共交通・物流政策審議官
秡川 直也 国土交通省 自動車局長

令和３年６月１５日に閣議決定された新しい総合物流施策大綱では、取り組むべき大きな柱のひとつ
として「物流DXや物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流
の実現）」を提言。
物流DXの推進のためには、その大前提として、物流を構成するソフト・ハードの各種要素の標準化が必

要不可欠。長年の課題であった物流標準化を実現するため、長期的視点でその課題や推進方策を議論・
検討するため「官民物流標準化懇談会」を設置・開催。

※名簿は令和３年６月１７日時点

概要

官民物流標準化懇談会について
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官民物流標準化懇談会の位置づけ（イメージ）

業種分野ごとの
生産性向上及びトラック
ドライバーの労働時間
改善に関する懇談会

加工食品物流における
生産性向上及びトラック
ドライバーの労働時間
改善に関する懇談会

トラックドライバーの
働き方改革

◆ホワイト物流推進運動
◆標準貨物自動車運送約款等
の改正 等

酒・飲料

総合物流施策大綱

議題 ：ハード・ソフト含むすべての物流各項目（パレット・外装サイズ、外装
表示、納品伝票、コード体系・物流用語等）の規格にかかる標準化

進め方：特定の標準化項目（例：パレット規格等）を取り上げて、順次、実
行に結び付く標準化の方向性（標準規格／民間・行政での具体的
な推進手法等）につき議論・検討。詳細の検討にあたっては懇談会
（年１～２回）の下に分科会を設置する等で対応。

構成員：行政、物流団体、主要物流事業者、学識経験者、経済団体、
荷主系団体等

【ソフトの標準化】
◆SIPスマート物流

サービス
・物流・商流データ基
盤を活用したデータ連
携・標準化による物流
効率化

業種分野ごとの
物流標準化の取組

加工食品分野における物流標準化
アクションプラン（フォローアップ会）
青果物分野における物流標準化の取組
（青果物流通標準化検討会）

・
・
・

建設資材物流に
おける・・・懇談会

紙・パルプ物流に
おける・・・懇談会

官民物流標準化懇談会

高度物流人材の育成・確保自動化・機械化の取組の推進 ・ ・ ・

物流にかかる規格の標準化

・受発注条件の見直し
・荷待ち時間の削減
・荷役時間の削減
・附帯作業時間の削減 等

標準化による
更なる生産性向上
・労働時間改善

商慣習等見直し
による標準化推進

・ハード・ソフト含むすべての物流各項目
（パレット・外装サイズ、外装表示、納品伝票、
コード体系・物流用語等）の規格にかかる標準化

先例としての
知見の提供

基盤の利活用を通じた
物流情報の標準化

経営効率化
委員会

日本物流団体
連合会

物流標準化の
推進に向けた
調査小委員会

連携
協力

先例としての知見の提供

検討結果の業界への共有
先例としての知見の提供

検討結果の業界への共有

○○分野における
物流標準化取組
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加工食品分野における物流標準化アクションプラン（概要）

【①納品伝票の標準化例】

【④コード体系・物流用語の標準化例】
戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「スマート物流サービス」※にて構築する予定の物流・商流データ基盤において、そのデータ基盤上で使用する

コード体系や物流用語等を標準化例とし、加工食品分野においても、業界内だけの独自のコード体系・物流用語の標準フォーマットを決定するのではなく、
SIP「スマート物流サービス」にて決定された標準化項目に準拠していくことが望ましい。

国民にとって真に必要な社会的課題や日本経済再生に寄与する課題に取り組む国家プロジェクトであり、内閣府に設置されている「総合科学技術・イノベーション技術会
議」の 下に置かれるプログラムディレクターが、関係府省と連携して、基礎研究から事業化まで一気通貫の研究開発を推進する。「スマート物流サービス」は、このSIPプロ
ジェクトの１つであり「物流・商流データ基盤」を構築し、サプライチェーンにおける様々な企業の大量で多様なデータを収集・提供することで、サプライチェーン全体の最適化を
図り、物流・小売等の業界における人手不足と低生産性の課題を解決するプロジェクト。

【②外装表示の標準化例】 【③パレット・外装サイズの標準化例】

A4版の上下1枚伝票とし、お客様情報を左上、納
品情報（商品名、賞味期限等）を中央部、QR
コード等・荷主情報を右上への表示とする。

商品特定表示を外装右上、鮮度表示等を商品特定
表示の下、ケアマークを外装左上、個別アイテム識別表
示を外装左側中央への表示とする。

ケアマーク

商品特定表示
鮮度表示等

お客様情報
QR コ ー ド ・
荷 主 情 報
等

納品情報

※

♦物流標準化に取り組むべき４項目

T11型パレット対応 T12型パレット対応

タテ×ヨコ×高さ
220㎜×275㎜×210㎜

タテ×ヨコ×高さ
200㎜×300㎜×210㎜

面積率100％の積載例

（パレット）
T11型パレット（1,100㎜×1,100㎜）及びT12型
パレット（1,000㎜×1,200㎜）が主流となっている
ことから、この2つの規格を基本とする。

（外装サイズ）
パレットの面積利用率を100％にするため、底面のサ
イズをT11型パレット対応は220㎜×275㎜、T12型
パレット対応は200㎜×300㎜を基本とし、高さは5
段積みをすることを想定し210㎜を基本とする。
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加工食品分野における物流標準化アクションプラン（工程表・構成員）

＜構成員＞
・根本 敏則
・高岡 美佳
・二村 真理子
・堀尾 仁
・川村 隆夫
・藤田 正美
・深井 雅裕

・藤原 丈二
・濵長 一彦
・梅村 浩三

・中野 喜正

・青柳 充美
・田中 勝久

・福井 逸人
・東野 昭浩
・内田 隆
・伊地知 英己
・中井 智洋
・飯塚 秋成
・野口 透良

＜オブザーバー＞
・安倍 正能
・越野 滋夫
・佐藤 修司

・奥山 則康
・岡田 重光
・宿谷 肇
・植村 康一

敬愛大学 経済学部教授
立教大学 経営学部教授
東京女子大学 現代教養学部教授
味の素㈱ 上席理事 物流企画部長
キッコーマン食品㈱ 物流部長
キユーピー㈱ 上席執行役員 ロジスティクス本部長
日清食品ホールディングス㈱ 物流構造改革プロジェクト
部長
ＦｰＬＩＮＥ㈱ 執行役員
大塚倉庫㈱ 代表取締役社長
㈱キユーソー流通システム 開発本部 ソリューション部
部長
日本通運㈱ ロジスティクスエンジニアリング戦略室
専任部長
日本アクセス㈱ ロジスティクス企画部長
三菱食品㈱ ＳＣＭ統括 ロジスティクス本部
開発第二グループグループマネージャー
農林水産省食料産業局食品流通課長
農林水産省食料産業局食品製造課長
経済産業省商務・サービスグループ物流企画室長
国土交通省自動車局貨物課長
国土交通省大臣官房参事官（物流産業）
国土交通省総合政策局物流政策課長
国土交通省総合政策局物流政策課物流効率化推進室
長 ＜事務局＞

公益社団法人全日本トラック協会 輸送事業部付 部長
公益社団法人日本包装技術協会 専務理事
公益社団法人日本ロジスティクスシステム協会 ＪＩＬＳ
総合研究所 所長
一般社団法人日本加工食品卸協会 専務理事
一般社団法人日本倉庫協会 業務部長代理
一般社団法人日本物流団体連合会 理事 事務局長
一般財団法人流通システム開発センター ソリューション
第１部 部長

「加工食品分野における物流標準化研究会」構成員工程表

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

納品伝
票の標準
化

外装表
示の標準
化

パレット・
外装サイ
ズの標準
化

コード体
系・物流
用語の標
準化

事業者間の連携
による標準化に向
けたプロジェクトの
発足、標準化内
容の合意 業界推奨に制定

社内外の関係者と
合意し、伝票の変更 標準納品伝票の導入

プロジェクト
内で標準
化の合意

社内外の関係
者との合意

外装表示の変更が可
能な商品から随時実施

業界推奨に制定

事業者間の連携に
よる標準化に向けた
プロジェクトの発足

SIP「スマート物流サービス」にて構築する物流・商流データ基盤
上において使用するコード・物流用語等の標準化

標準化されたコー
ド、物流用語に準
拠していく

事業者間の連携による標準化に向
けたプロジェクトの発足

プロジェクト
内で標準化
の合意

社内外の関
係者との合
意

外装サイズの
変更が可能
な商品から
随時実施

業界推奨に制定

※行政は、関係者と連携して標準化に向けた取組をフォローアップするとともに、実現した標準化の取
組について業界の内外へ積極的に発信する。
また、物流総合効率化法の枠組みに基づく支援制度において、業界標準に向けた標準化取組に
係る総合効率化計画の策定を重点的取組として支援する。
さらに、標準化によるCO2削減効果といった環境面の効果等も検証した上で必要な支援の可能
性を検討する。
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外装表示

納品伝票

データ

●令和３年６月３日、第１回「加工食品分野における物流標準化アクションプラン フォローアップ会」を開催。
●アクションプラン策定後、約１年間の各項目の進捗状況を共有。アクションプラン策定時の参画企業に加え、周辺他分野よ

り、約４０の企業・団体がオブザーバーとして出席。
●今後も定期的に開催し、情報共有・方針の検討を行うことで、加工食品分野内外における標準化を推進する。

GS1 Japanによる「ケース単位への日付情報等の
バーコード表示ガイドライン」策定の取り組み

加工食品分野における外装サイズ標準化協議会による
「外装サイズ標準化ガイドライン」策定の取り組み外装サイズ

SIPスマート物流サービスによる「物流・商流データ基
盤」の開発、「標準化ガイドライン」策定の取り組み

複数システムベンダーによる伝票電子化システム間の
相互連携の取り組み

「ＳＩＰスマート物流サービス」
物流・商流データ基盤

SIP物流標準ガイドライン

加工食品分野における物流標準化アクションプラン フォローアップ会
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サプライチェーンのボトルネック

国全体で、何がどこにいくらあるのか把握できず、災害やパンデミック等の有事にも無防備な状態

物流業界のデジタル化の遅れに起因する非効率なサプライチェーン

専用伝票

専用伝票

専用伝票

フードロス

仕入予測
困難

個別最適 個別最適

個別最適 作業員
不足

返品・破棄
ドライバー

不足

手書伝票伝票
不統一

販売員
不足

トレーシング
困難

手書伝票

手書伝票

荷待ち

アナログ

アナログ

アナログ

アナログ

14



データ基盤の社会実装に
向けた標準化確立 ★SIP物流標準ガイドライン案策定

コンセプト

生産データ パレット・梱包規格データ
入出庫データ

積載率データ 購買データ店舗在庫データトラック動態データ

モノの動き
（フィジカル空間）

物流・商流データ基盤
（サイバー空間）

【運送事業者】
【小売】

【卸・倉庫】 【消費者】

【ＥＣ】

【メーカー】
〇在庫廃棄の削減〇積載率の向上〇無駄な生産・

在庫の削減
〇無駄な配送の
削減

SIPスマート物流サービス
※内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第２期において実施。
２０１８年度から２０２２年度の５か年事業。
２０２１年度予算：約１２億円（「内閣府科学技術イノベーション創造推進費」として）

～FY 2020

要素基礎技術の開発
①アクセス権限コントロール技術、②非改ざん性担保技術、③個別管理データ抽出・
変換技術、④入出力高速処理、⑤他プラットフォーム連携技術

2021 2022 2023以降
研究開発のプロセス

協調領域の情報をサプライチェーン間で共有

例：異なる企業・業種における同一エリア内の配送計画、配送能力の情報 ⇒ 個社、業種の垣根を超えた共同配送、共同保管の実現
受発注情報・商品在庫状況のリアルタイム情報 ⇒ 適正在庫数の算出による欠品防止やフードロス削減の実現

〇「モノの動き（物流）」と「商品情報（商流）」を見える化し、個社・業界の垣根を越えてデータを蓄積・解析・共有する「物流・商流データ基盤」
を構築する。これにより、トラック積載率の向上や無駄な配送の削減等を実現し、生産性の向上に貢献する。

上記以外の業種等への水平展開

社会実装
要素基礎技術を備えた
各モデルの実装

AIによる
蓄積BD
の活用

研究開発項目（B）

プロトタイプモデルの開発
日用消費財
ドラッグストア・コンビニ等
医薬品医療機器等
地域物流

社
会
実
装
審
査
会

社会実装準備
リテールPF（日用消費財･コンビニ等）

地域物流PF
医療機器物流情報PF

実
証
実
験

【凡例】
研究開発項目（A）

研究開発項目（B）

データ蓄積

業界をまたぐ
横断的機能
BD蓄積・
解析機能

研究開発項目（A）

データ収集技術の開発 順次、データ基盤への実装検証
ス
テ
ー
ジ

ゲ
ー
ト
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開発中

SIPスマート物流サービスの目指す世界

目指す世界

物流・商流データ基盤

Society5.0

スマート物流サービス
プラットフォーム

フィジカル
インターネット

商品の
安全・安心
の提供

廃棄ロス削減 省力化・省人化サスティナブルな
物流・商流

BIG
DATA

Sandbox
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